


























福 本 博 之
76













　　　　行政保護法は、行政機関による個人情報の取扱いについて、利用目的の特定（ 3 条 1 項）
と利用目的範囲内での保有制限（ 3条 2項）、本人（ 2条 5項）への利用目的明示と例外（ 4
条）、保有個人情報（ 2条 3項）に関しては、正確性の確保（ 5条）、安全確保の措置（ 6条）、
利用及び提供の制限（ 8条 1項）などの規律を定めている。












































供などを行っている場合である。①～③の場合には利用の停止又は消去（36条 1 項 1 号）が















































項 1 号・新第20条 2 項 1 号）、「請求者に開示をすることにより、当該指導、診断、評価、選















































三者）の正当な利益を害するおそれ（旧15条 2 号・新第14条 3 号）、業務の適正な遂行に支障

























































H. Fukumoto CHUKYO LAWYER
保護法は、行政機関の長の決定に不服ある者に対して行政上の不服申立てを認め、また、内
閣府情報公開・個人情報保護審査会への諮問等を規定している（42条以下）。その他、当該決
定に不服ある者は、取消訴訟ないし無効確認訴訟（行訴 3条 6項 2号・37条の 3）や差止め











































































　・地裁、本件についての裁判体（裁判官 １ 名、精神保健審判員 １ 名）を決定。
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